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は じ め に
筆者は，「徴税者的税務会計と納税者的税務会計－わが国における歴史的変
遷－」と題する文字通りの拙稿（「松山大学論集」26巻5号2014年12月）に
おいて，わが国にあって税務会計と呼ばれているものは，その当初は，法的安
定性の重視にそのスタンスを置いた，税務官吏による，税法の解説をもってそ
の内容とする，いわば徴税者的税務会計であったが，時代の進展とともに，企
業会計基準にそのスタンスを置いた，企業の立場に立った，いわば納税者的税
務会計へと変選してきた経緯について述べさせて頂いたが，この場合の「企業
会計基準」は，これを「税務会計基準」と対比する立場から，一元的にのみ扱っ
てきた。
しかし，一口に「企業会計基準」といっても，「企業会計原則」に見られる
ような，費用配分の原則と一体となった取得原価主義を基礎とする会計基準あ
り，また，わが国の「財務会計の概念フレームワーク」のように，投資家に対
する企業財務状況開示のための会計基準とか FASBの「概念報告書」や IFRSs
本体（IFRSs for SMEsに対する Full IFRSsをいう。1）以下，同じ）に見られるよ
うな，投資家の意思決定に資することを第一義的に念頭に置いた会計基準あ
り，また，わが国の「中小企業の会計に関する指針」のように，取引の経済的
実態が同じなら会計処理も同じであるべきとする立場に立ちながら，簡便法の
採用を認めるとか，いわゆる税法基準を認める会計基準や「中小企業の会計に
関する基本要領」に見られるような，中小企業の持つ特性の上に立った独自の
会計基準もあり，さらに，会社法には，金融商品取引法適用会社にも同法非適
用の中小会社にも通ずる会計基準が設けられているように，多くの会計基準が
存在する。
それゆえ，これら複数の企業会計基準を一括して税務会計基準と対比させる
ことには，いささか不行き届きの感が残るかと思われる。この点については，
上記拙稿の最後において「追記－次なる課題」としてふれたとおりである。税
務会計研究学会も，その第25回大会（平成25年）において，その統一論題の
テーマとして「会計基準の複線化と税務会計」を掲げて報告と討論を行ってい
る。本稿では，こうした多元的な企業会計基準の存在を前提とした「税務会計
基準の在り方」を課題として，筆者なりのアプローチによって，文字通りの拙
論を述べることをお赦し賜りたい。
さて，この場合，その「在り方」には，例えば，⑴すべての企業会計基準を
税務会計基準として認める。または，⑵すべての企業会計基準を税務会計基準
として認めるが，その中の一部のものを「別段の定め」（法人税法第22条第2
項・第3項）の規定を使って税務会計基準から排除し，または，⑴および⑴以
外の計算ルールを「別段の定め」の規定を使って税務会計基準として追加する
こととする。さらに，⑶これら両者とは逆に，一つの企業会計基準のみを税務
会計基準として認め，それ以外の企業会計基準を税務会計基準として認めな
い。または，⑷一つの企業会計基準のみを税務会計基準として認めるが，その
一部を「別段の定め」の規定を使って税務会計基準から排除し，または，⑶以
外の企業会計基準および企業会計基準以外の計算ルールについて，「別段の定
め」の規定を使って税務会計基準として認める，といったことなどが考えられ
るかも知れない。
（補） しかし，後（次節・Ⅲ節）でもふれるが，上記の⑴とは逆に，すべて
の企業会計基準を税務会計基準として認めない，という「在り方」も唱
えられているように見える。これを⑴～⑷に加えて⑸とすることも，形
式論理としては考えられないことでもない。しかし，「シャウプ税制勧
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告」以来のわが国法人税制の基本的なスタンスに則して判断すれば，こ
れを⑴～⑷に加えて「在り方」の一つとすることには疑問を禁じ得ない
思いである。
Ⅰ 公正処理基準
ところで，法人税法には「公正処理基準」と呼ばれるルールがある。法人税
法第22条第2項に定める収益の額および同第3項に定める原価・費用・損失
の額は「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算されるもの
とする。」（同第4項）がこれである。しかし，複数の企業会計基準が認められ
ている現状の下にあって，それらが税法のいう「公正処理基準」とどのような
相互関係にあるのか，それとも無関係であるのか，について考察してみる必要
があるように思われる。
まず，上記の「公正処理基準」と呼ばれる法人税法の規定に見られる「一般
に公正妥当と認められる」という表現は「企業会計原則」の性格を説明したそ
の制定時（昭和24年）の前文の「企業会計原則は，企業会計の実務の中に慣
習として発達したもののなかから，一般に公正妥当と認められたところを要約
したもの」（一の1）の中に見られ，また，会社法の「株式会社の会計は，一
般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うものとする。」（第431条）と
いう規定，および「持分会社の会計は，一般に公正妥当と認められる企業会計
の慣行に従うものとする。」（第614条）という規定の中にも見ることができ
る。2），3），4）
そこで，これらに見られる「一般に公正妥当と認められる」という共通の表
現は，それらのすべてが同一の意義・内容を持ったものなのであろうか，それ
とも，表現は同じではあるが，それらは，必ずしも同じ意義・内容を持つもの
ではないのか，すなわち，それらは，法人税法，「企業会計原則」，会社法それ
ぞれの立場から異なった意義・内容が与えられているのであろうか，特に，法
人税法の「公正処理基準」の持つ意義・内容と「企業会計原則」および会社法
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第431条・第614条の定めの持つ意義・内容との関係はどうなのか，という問
題が存するように思う。
（補） なお，この点に関連することであるが，税務当局者，税法学者または
裁判官の見解の中には，「公正処理基準」は税法固有の概念であって，
「企業会計原則」や会社法で言われるものとは異なった，いわば「別物」
であるとするものがある。5）これは，直接的には，前節末の（補）でふれた
⑸に属するものとなる。…ただし，「別物」とする場合には，この⑸の
ように，両者は本質的・性格的に「別物」であると考えるものと，本質
的・性格的には違いはなくても，次節で取り上げる「別段の定め」に
よって，結果的に「別物」になるとする認識を区別することができるよ
うに思う。
しかしながら，これらの「別物」論に対して，税務会計の専門家や税
法学者の中には，「公正処理基準」の理解にさいしては税法そのものの
持つ論理を持ち出すべきではない，とする見解も見られるのである。6）…
そして，この考え方に従うとすれば，前節末の（補）でふれた⑸は成り立
ちえないことになる。
＊
さて，法人税法第22条第4項に設けられた「公正処理基準」は，直接には，
昭和42年の税制調査会の答申が「適正な企業会計の慣行を奨励する見地から，
客観的に計算ができ納税者と税務当局との間の紛争が避けられると認められる
場合には，幅広い計算原理を認めることを明らかにすべきである。」（第3，Ⅰ
⑴）との考え方を示したものを法制化したものと言えるであろう。しかし，「公
正処理基準」のそもそものルーツを尋ねると，「シャウプ税制勧告」に行き当
たるのではないかと考える。それは，本稿の冒頭でふれた拙稿「徴税者的税務
会計と納税者的税務会計」において述べたように，所得金額の計算すなわち税
務会計は，企業会計すなわち納税者会計のルールと可能な限り一致することが
望ましいとする考え方によっている。元来，「シャウプ税制勧告」は占領政策
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の一環として，アメリカ内国歳入法（Internal Revenue Code）が規定する「課
税所得は納税者の採用する会計方法に基づいて算定されなければならない。」
という考え方を日本の税務会計に適用するよう迫ったものであった。昭和42
年の法人税法改正の際設けられた「公正処理基準」に係る規定は，確かに，税
制調査会の答申が「税制簡素化」という見地から引き金を引いたものではある
が，「シャウプ税制勧告」の精神に副った改正の総仕上げともいうべきもので
あると解釈すべきものであるように思われる。したがって，こうした解釈から
離れて，「公正処理基準」に「シャウプ税制勧告」と矛盾し，対立するような
解釈を与えるのは，いかにも不条理なことではなかろうかと考える。「公正処
理基準」は税法独自の概念であって，「企業会計原則」とは無関係な「別物」で
あるという一部の論者の考え方には，基本的な違和感・疑問が存するものと言
わざるをえないように思われるのである。
また，会社法（第431条・第614条）に見られる「一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の慣行」の意味も，「企業会計原則」制定時の前文にいう「企業
会計の実務の中に慣習として発達したものの中から一般に公正妥当と認められ
たところを要約したもの」という記述と内容的に見て同等のものであると考え
てよいと思われる。7）したがって，会社法における「企業会計の慣行」は，上記
の，税法における「公正処理基準」と同様に「企業会計原則」を介してその意
義・内容を考えるのが，条理に適った妥当な考え方であるように思われるので
ある。
なお，「企業会計原則」制定時の前文にある「企業会計の実務の中に慣習と
して発達したものの中から一般に公正妥当と認められるところを要約したも
の」8）というとき，それは「帰納的に形成された会計原則」のみを意味するも
のに読みとれる。制定時の「企業会計原則」は，AIAの息のかかったいわゆる
SHM会計原則をモデルにして設定されたものであるところから，その表現通
り，アメリカにおける「帰納的会計原則」を意味するものには違いないであろ
うが，現に行われている「一般に公正妥当と認められる企業会計のルール」と
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して捉えようとする場合には，「帰納的会計原則」に加えて「演繹的に形成さ
れた会計原則」，さらには，FASBの会計基準や IFRSs本体等からの影響を受
けた会計基準が，現実の会計実務の中に吸収されて「一般に認められたもの」
として行われているところから，少なからざる部分は「固有名詞としての企業
会計原則」をはみ出しはするが，今日では，「一般に公正妥当と認められる企
業会計のルール」に含まれていると言えるであろう。…そこで，以下，こうし
た今日の企業会計のルールを，仮に「企業会計原則を含む企業会計の基準」9）
と呼ばせて頂く。
＊
ということで，税法の「公正処理基準」の意義・内容については，上の「企
業会計原則を含む企業会計の基準」がその内容として持つ会計処理基準である
はずであると言えよう。その理由は，一つには，昭和42年の税法改正によっ
て設けられた「公正処理基準」に係る規定は，そのルーツを「シャウプ税制勧
告」に持つものであること，また，「企業会計原則」は，その設定時の前文に
よれば，「実務の中に慣習として発達したもの」すなわち帰納的会計原則では
あるが，今日における企業会計の原則・基準の実態は，帰納的会計原則に加え
て，演繹的会計基準をも含んだものであること，すなわち「企業会計原則を含
む企業会計の基準」を前提として考えなければならないはずのものだからであ
る。
Ⅱ 公正処理基準と別段の定め
しかし，こうした「公正処理基準」は，無条件に税務会計基準として導入が
認められているわけではない。それは「別段の定め」によって制限されている。
すなわち，法文に従って読むと，益金（収益）の額並びに損金（原価，費用お
よび損失）の額に算入すべき金額は，「別段の定めのあるものを除き」「公正処
理基準によるものとする。」とある。益金についての受取配当等の一部益金不
算入や資産の評価益の原則的益金不算入など，および損金についての減価償却
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費の損金算入限度額や貸倒引当金繰入額の損金算入限度額などはその例であ
る。
したがって，税法としては，この「別段の定め」の規定を使えば，「公正処
理基準」の意義・内容が何であれ，結果的には，それから離れた，場合によっ
ては，それとは相容れない税務会計基準を設けることが可能となることにもな
る。とくに，平成10年以降の税法改正をみると，「公正処理基準」は「別段の
定め」に取り囲まれて，そのわずかな隙間でしか機能しえないもののようにす
ら見えてくる。…極言すれば，「別段の定め」は「公正処理基準」を崩壊すら
させるほどの強大な力を持ったルールにもなりうるものであると称することが
できるようにも思われる。
ただ，法人税法の規定に即してみるに，その第22条第3項の損金の額の第
二号の中に「販売費，一般管理費その他の費用（償却費以外の費用で当該事業
年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）」として，販売費，一般管
理費その他の費用に係る「債務確定主義」を掲げており，法的安定性の見地か
らのものかと思われるが，この定めに従えば，負債性引当金は，停止条件付債
務である退職給与引当金をも含めて，計上が認められないことになるはずであ
る。かつては，「別段の定め」によって，法的には債務未確定の負債性引当金
の計上を認めるという，企業会計上一般に認められる会計処理基準を税務会計
基準として導入することとなる「別段の定め」に「公正処理基準」を脅かすの
とは反対の機能も見られたのである。10），11）したがって，制度的には「別段の定
め」を「公正処理基準」を脅かす強大な力を持ったルールとのみ決めつけるこ
とはできまい。…とはいえ，現実の姿に即してみる場合には，「別段の定め」は
「公正処理基準」を制限する大きな力として働いていることは否めない事実と
言えよう。
（補） なお，前節前半の（補）において，税務当局者，税法学者または裁判官
の見解の中には，「公正処理基準」は税法固有の概念であって，「企業会
計原則を含む企業会計の基準」とは「別物」であるとする考え方がある
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ことにふれたが，この見解は，あるいは，上記したような，「別段の定
め」に脅かされて変質した「公正処理基準」を「別物」として認識・解
釈しているものと見ることができるかも知れない。それとも，これも前
節の前半の最後でふれたように，「別段の定め」とは関係なく，税法独
自の「公正処理基準」そのものを「別物」と認識・解釈したものとも見
ることもできるであろう。ただし，後者の認識・解釈は，すでにふれた
ように，成り立たないものと思われる。
＊
さて，以上のようにして，税務会計基準は，良くも悪くも，「公正処理基準」
に対する「別段の定め」によってその内容が左右されることになることは，法
文上からも明らかなことであるが，企業会計の立場からするとき，「一般に公
正妥当であると認められる」「企業会計原則を含む企業会計の基準」と税法の
「別段の定め」との関係は，どのように考えたらよいのであろうか。企業会計
の立場からは，原則として「別段の定め」は拒絶すべきものなのか，それとも，
条件付きで，または場合によっては，それとも当然のこととして，「別段の定
め」を認容する必要性を認めることになるのか，という問題があるように思わ
れる。
これに関しては，つとに「税法と企業会計原則との調整に関する意見書」（昭
和27年）は，その「総論第一」において次のように述べて，税法の「別段の
定め」の必要性を積極的に是認しているものと判断される。
「粗税政策上，所得であっても免税されるものがあり，会計上の非所得
であっても課税されることがありうる等種々の理由があるから」，「企業の
損益計算において算定される毎期の純利益と，租税目的のため算定される
課税所得との間に差異の生ずることは実際においては免れ得ないのであ
る。」12）
すなわち，企業の業績利益を報告し，分配可能利益を計算することを目的と
する企業会計と，租税理論にスタンスを置いて課税所得を計算することを目的
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とする税務会計との間に差異・相違が存するのは当然のことであって，この差
異・相違に対処する計算技術的な手段として，税法が設けた「別段の定め」は，
企業会計の立場としても，その必要性を否認するものではない。
＊
以上のように，「別段の定め」は「公正処理基準」を骨抜きにするほどの強
大な力を持ったルールにもなりうるものであり，事実，平成10年の法人税法
改正以降はその感が深い。しかし，同時に，「別段の定め」は，制度的には，
税務会計基準を「公正処理基準」に接近させる，企業会計から見ればプラスの
機能をも持っており，「公正処理基準」の立場からみて，悪者とのみは言われ
えない側面もある。
また，「別段の定め」は，企業会計の立場からしても，企業会計と税務会計
との間に差異・相違があることは，当然のことであって，両者の間の差異・相
違に対応する技術的手段として，「別段の定め」の必要性を認めるものである。
Ⅲ 多元的企業会計基準と税務会計基準
さて，以上のようにして，「公正処理基準」は演繹的会計原則をも包含した
「企業会計原則を含む企業会計の基準」を前提として考えなければならないも
のと思うが，この「企業会計原則を含む企業会計の基準」は，「企業会計原則」
のルーツに見られるように，元来は，accounting for investors13）のための会計原
則・基準（以下，たんに「会計基準」という。）であったところに，その持つ
性格的特徴が存するものである。
しかし，本稿の「はじめに」においてふれた通り，今日では，証券投資家の
ための会計に係る会計基準だけではなく，中小株式会社のような証券投資家を
持たない企業を前提とした会計基準も設けられているし，また，会社法におけ
る株式会社の「会計の原則」（第431条）のように，証券投資家を持った株式
会社にも，またそれを持たない株式会社にも適用される普遍的な会計の基準も
ある。
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いま，こうした多元性を持った会計基準を，改めて整理して分類すると，次
のようになるであろう。
A 証券投資家を持った株式会社の会計のみに係る会計基準…「企業会計原
則を含む企業会計の基準」
B 証券投資家を持たない会社の会計にのみ係る会計基準
（Ｂ－1） 中小株式会社の会計に係る会計基準…「中小企業の会計に関する
指針」および「中小企業の会計に関する基本要領」
（Ｂ－2） 持分会社の会計に係る会計基準…会社法第614条の「会計の原則」
C 証券投資家を持った株式会社およびそれを持たない株式会社の双方の会
計に係る会計基準…会社法第431条の「会計の原則」
＊
ところで，これらの，会社企業の会計に係る多元的な会計基準は，法人税法
における所得計算基準すなわち税務会計基準とどのように結びつくのであろう
か。
これは，まさに，本稿の持つテーマであるが，前述の「はじめに」の最後の
パラグラフにおいて，「多元的な企業会計基準の存在を前提とした税務会計基
準の在り方」として示した四つの組み合わせに従い，次のように考えてみた。
⑴ 上記のA～Cすべての企業会計基準を税務会計基準として認める。…こ
れは，多元的企業会計基準に対応した「多元的税務会計基準」と称するこ
とができるであろう。
⑵ 上記のA～Cすべての企業会計基準を税務会計基準として認めるが，そ
の中の一部のものを「別段の定め」の規定を使って税務会計基準から排除
し，または⑴および⑴以外の計算ルールを「別段の定め」の規定を使って
税務会計基準として認める。…これは，「修正多元的税務会計基準」と言
えるであろう。
⑶ 上記のA～Cのうちの一つの企業会計基準のみを税務会計基準として認
め，それ以外の企業会計基準は税務会計基準として認めない。…これは，
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「一元的税務会計基準」と表すことができるように思う。
⑷ 上記のA～Cのうちの一つの企業会計基準のみを税務会計基準として認
めるが，その一部を「別段の定め」の規定を使って税務会計基準から排除
し，または⑶以外の企業会計基準および企業会計基準以外の計算ルールに
ついて，その一部分を「別段の定め」の規定を使って税務会計基準として
認める。…これは「修正一元的税務会計基準」と称しうるであろう。
（補） これらの四つに対して，すべての企業会計基準を税務会計基準として
認めない，という五つ目のケースは形式論理としては考えられなくはな
いが，内容的に疑問があること，「はじめに」の最後の（補）でふれた通
りである。
以下，これらについて検討してみることとしたい。
＊
最初の「多元的税務会計基準」は，企業の立場すなわち納税者的税務会計の
見地からすれば，全面的な賛意の得られる税務会計基準であるはずのものであ
ろう。しかし，他方，租税理論や租税法の立場また租税制度に組み込んで行わ
れる国の諸政策の見地からすれば，こうした多元的な企業会計基準をそのまま
税務会計基準とすることについては，殊更に納税者的立場に拘る場合は別とし
て，事実上は，当然，疑問視されることにならざるをえないであろう。多元的
企業会計基準をそのまま「多元的税務会計基準」とする考え方に対しては，理
論的にも，実際的にも無理があると言う他ないように思う。
このように考えてくると，次の前掲⑵の「修正多元的税務会計基準」の妥当
性・合理性・現実性がクローズアップされることになりそうである。事実，前
記Ⅱ節においてふれたように，昭和27年の「税法と企業会計原則との調整に
関する意見書」においても，企業会計上の当期純利益と課税所得との間に差異
が生ずることは否定できないことであるとしている。そして，このことを具現
化するための立法技術は，「公正処理基準」に対する「別段の定め」である。
ところが，こうした「別段の定め」による「修正多元的税務会計基準」につ
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いて気掛かりなことは，「別段の定め」の規定を使ってする税務会計基準から
の排除に歯止めがないことである。極端に言えば，「別段の定め」を使って「公
正処理基準」を在って無きものにすることも可能だからである。そうなると，
その結果は，「すべての企業会計基準を税務会計基準として認めない」という，
内容的に疑問のある，「はじめに」の最後において，また，さきほど，本節に
おいて補記した「五つ目のケース」になってしまうであろう。従って，この「修
正多元的税務会計基準」については，これを是認するとすれば，「別段の定め」
について，一定の歯止めを設けるという条件が必要になってくるが，このこと
は，立法としても，また，その運用としても，かなり難しい問題であるように
見える。
事実，平成10年の法人税法の改正は，それに先立つ昭和40年の法人税法の
全面改正およびこれに続く2年に亘る税制簡素化をテーマとする改正並びに昭
和44年の基本通達の改正が「税務会計の基本的なスタンスを企業会計による
処理基準によるもの」としたのに対して，平成8年の政府税制調査会の法人課
税小委員会報告の「適正な課税を行う観点から，必要に応じ商法・企業会計原
則における会計処理と異なった取扱をすることが適切と考える。」を根拠にし
て，引当金の廃止・縮小などの企業会計上の当然のルールに冷水を浴びせるよ
うな措置を打ち出してきた。
さらに，平成26年の与党税制調査会「法人税改革に当たっての基本認識と
論点」および内閣府税制調査会「法人税の改革について」は「課税ベースの拡
大と税率の引き下げ」を繰り返し主張しており，それが，平成26年末の与党
「平成27年度税制改正大綱」を経て，27年1月の閣議決定「平成27年度税制
改正の大綱」となり，翌2月に法案化され，3月に国会を通過した。こうして
平成27年度以降における「法人税率の引き下げと課税ベースの拡大」および
「法人事業税における課税強化」は，「シャウプ税制勧告」の理念を完成した昭
和40年～42年の法人税法改正の「税務会計の基本的なスタンスを企業会計に
よる処理基準によるものとする。」からの乖離をますます拡大させたと言うこ
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とができる。
そして，こうした平成10年以来の一連の税制改正における「課税ベースの
拡大」に伴う「公正処理基準」を有名無実化した法的な根拠は「別段の定め」
に他ならないと言えるように思うのである。そして，「別段の定め」が強くな
ればなるほど「公正処理基準」が弱くなり，逆に，「公正処理基準」が強くな
ればなるほど「別段の定め」が弱くなるという関係が見られる，と言ってよい
であろう。
＊
さて，次は，前掲⑶の「一元的税務会計基準」についてである。これは，前
記のとおり，一つの企業会計基準のみを税務会計基準と認め，それ以外の企業
会計基準は，これを税務会計基準としては認めない，とするものである。そし
て，このようなことが成り立つとすれば，それは，税法という法律の立場から
して，同じく法律である会社法に基づく会社計算規則に従った会計基準であろ
うかと思われる。すなわち，会社法に基づく会社計算規則に従った会計基準は，
平成14年の国会の附帯決議によって，金融商品取引法適用会社から中小企業
に至るまでの適用を考慮して定められており，大企業から中小企業まで適用範
囲を持ったルールだからである。また，法人税法の対象とする法人（この場合
は，もっぱら普通法人）と一致する適用範囲をもっているからである。
しかし，会社法における「会計の原則」（第431条・第614条）は「一般に
公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うものとする。」とあるから，それ
は，結局のところ，「企業会計原則を含む企業会計基準」に依拠することにな
るのではないか，と考えられるのである。14）そして，そうだとすれば，問題の
「一元的税務会計基準」は「企業会計基準を含む企業会計の基準」に拠ること
となる他はないように思われる。すでにふれたように，それが「シャウプ税制
勧告」の精神に則った認識であると考えられるからである。ただ，その際の問
題は，「企業会計原則を含む企業会計の基準」は，元来，大企業の会計に係る
企業会計基準ではないのか，という点にある。そこでは，中小企業会計基準の
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ことはあまり意識されてはいないのではないか。そうだとして，大企業の税務
会計基準については「企業会計原則を含む企業会計基準」により，中小企業の
税務会計基準については中小企業の会計に関する「指針」や「基本要領」によ
るとすれば，それは，もはや「一元的税務会計基準」ではなく，最初の「多元
的税務会計基準」に舞い戻ってしまうことになる。企業会計基準の中の一つを
選んで「一元的税務会計基準」とすることには論理的に無理があると言わなけ
ればならないのであろうか。
そして，このように，⑶の「一元的税務会計基準」が論理的に成り立たない
となれば，それを「別段の定め」によって修正した⑷の「修正一元的税務会計
基準」もまた成り立たなくなってしまう。つまり，この場合，「一元的税務会
計基準」とした「企業会計原則を含む企業会計の基準」に対して，「別段の定
め」によって中小企業会計向けの「指針」や「基本要領」を税務会計基準に取
り入れるとすると，それはもはや「一元的」ではなくなってしまうからである。
なお，その逆，すなわち，中小企業会計向けの「指針」や「基本要領」をもっ
て税務会計基準とし，「別段の定め」によって「企業会計原則を含む企業会計
の基準」を取り込むとした場合も，同様に「一元的」ではなくなってしまう。
このように考えてくると，前記の⑴ないし⑷は，いずれも税務会計基準とし
て100％の妥当性を持つものとは言い難いように見える。また，こうなると，
その論理的可能性を是認して取り上げながらも，その都度否定した⑸の「全て
の企業会計基準を税務会計基準として認めない」「独自の税務会計基準を考え
る」という話を復活させざるをえないようにも感じられるが，この問題は，や
はり，すでにふれたように，「シャウプ税制勧告」以来のわが国法人税制のも
つ納税者会計を税務会計として尊重するという基本的な在り方からして，疑問
があると言わざるを得ないところがある。
＊
以上，多元的企業会計基準の下における税務会計基準の「在り方」について，
筆者なりのアプローチによって，ない知恵を絞ってみた。その結果は，⑴の「多
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元的税務会計基準」は，納税者的税務会計の立場からすれば，理想的ではある
が，租税理論や租税法の立場また租税制度に組み込んで行われる国の諸政策の
見地からすれば，実際的また現実的に困難であり，⑵の「修正多元的税務会計
基準」は，実際的また現実的なシステムではあるが，「別段の定め」の規定を
使ってする税務会計基準からの排除に制度的な歯止めがないところに，企業会
計基準の立場からみて大きな不安がある。また，⑶の「一元的税務会計基準」
には「公正処理基準」との間の論理的整合性に無理があるし，⑷の「修正一元
的税務会計基準」についても，「一元的税務会計基準」を出発点とする限り，
それと同様な無理があると言わねばなるまい。
とは言っても，今更，五つ目の「全ての企業会計基準を認めず，独自の税務
会計基準を考える。」という話を持ち出すことはできない。それは「シャウプ
税制勧告」以来の法人税制の基本的な精神に反するところがあるからである。
お わ り に
さて，本稿においては，「多元的企業会計基準と税務会計」と題して，多元
的な企業会計基準の存在を前提とした税務会計基準の「在り方」を，筆者なり
のアプローチによって考えてみた。その結果は，次のとおりである。
⑴ まず，法人税法の「公正処理基準」の意義・内容は，「企業会計原則を
含む企業会計の基準」がその内容として持つ会計処理基準であるはずのも
のであること。
⑵ また，法人税法の「別段の定め」は「公正処理基準」を骨抜きにするほ
どの強大な力になりうるルールであるが，同時に，制度的には，税務会計
基準を「公正処理基準」に接近させる機能をも持っている。また，「別段
の定め」は，企業会計の立場からしても，企業会計と税務会計との間の差
異・相違に対応する手段として，その必要性を認めるものである。
⑶ 以上を踏まえて，問題の，現実に存する多元的企業会計基準の下におけ
る税務会計基準の「在り方」について考えてみた結果，「多元的税務会計
多元的企業会計基準と税務会計 83
基準」も「修正多元的税務会計基準」も，また，「一元的税務会計基準」も
「修正一元的税務会計基準」もそれぞれ難点を持っていると思われる。し
かし，「企業会計基準を認めず独自の税務会計基準」によることについて
は，基本的な無理がある，との答えに到達した。
＊
しかしながら，これでは，いわゆる「八方塞がり」の状態と言う他ないよう
な結末である。当然のことながら，これをもってこの問題に対する結論とする
ことはできまい。
そこで，もう一度，前節の⑴ないし⑷について考えを巡らせるに，⑵の「修
正多元的税務筧基準」を選んで結論とすることに落ち着くのではないか，また
は落ち着かざるをえないのではないかと愚考するに至った。と言うのは，この
⑵の「修正多元的税務会計基準」は，Ⅲ節はじめのA「企業会計原則を含む企
業会計の基準」，B中小企業会計の「指針」・「基本要領」およびC大・中小す
べての会社に適用しうる会社法による「会計の原則」を含んでおり，納税者的
企業会計を全面的に税務会計基準とするというスタンスに立つものであるとと
もに，税法の「別段の定め」を認めるという，実際的また現実的なルールであ
ると考えられるからである。
ただ，すでに見たように，税法の「別段の定め」には，その規定を使ってす
る税務会計基準からの排除に制度的な歯止めがないことが問題である。事実，
すでにふれたように，平成10年の法人税法改正以降の「課税ベースの拡大」
は，「シャウプ税制勧告」に始まる「納税者的税務会計」の理念をフェイド・
アウトして，すっかり影の薄いものにしてしまったことを考えると，一方で，
「多元的企業会計基準」を認めながら，「別段の定め」によって，これを無きも
のにすらしてしまいかねない高い蓋然性を内蔵した制度には，強い不安感を抱
かざるを得ない。「別段の定め」に対する何らかの制度的「歯止め」は考えら
れないものであろうか。
そこで，ない知恵ではあるが，民法第2条に「この法律は，個人の尊厳と両
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性の本質的平等を旨として，解釈しなければならない。」という規定が設けら
れていることを一つの参考にさせて頂いて，例えば，「第2項及び第3項に規
定する別段の定めは，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に係る規定
の趣旨に反しないように留意するものとする。」といった内容の規定を法人税
法第22条第4項に付け加える，というのは如何であろうか，と愚考するもの
である。
さて，以上のように，自己満足の，また文字通りの愚論であるが，「多元的
企業会計基準と税務会計」と題して，筆者なりのアプローチによって，乏しい
知恵を絞ってみた結果が「修正多元的税務会計基準」，ただし「歯止め」付き
の「別段の定め」を含む「多元的税務会計基準」をもって，拙稿の結論とさせ
て頂くことをお赦し賜りたい。
〈附記〉
拙稿「会計基準の国際化と税務会計－IFRSsは税務会計基準になりうるか？
－」（「松山大学論集」23巻3号 2011年8月 以下，「上記拙稿」という。）
との関係について。
上記拙稿は，税務会計基準を，法人税課税の対象になる「すべての法人等」
（＝営利法人および収益事業のエンティティ＝具体的には，普通法人および協
同組合等並びに収益事業を行う公益法人および人格なき社団等）に適用しうる
一元的な税務会計基準の存在を念頭に置いて，または仮定して，その中に
IFRSs本体の持つ会計基準を取り込みうるかどうかについて問題としたもので
ある。
そこで，「すべての法人等」の構成内容を見ると，いわゆる上場会社はごく
一部に過ぎず，そのほとんどは非上場会社しかも中小企業であることを考える
と，「すべての法人等」に適用しうる一元的税務会計基準は，いきおい非上場
の中小企業に求心力が向かわざるを得ないことになるであろうから，もっぱら
株式投資家の経済的意思決定のための情報提供を目的とする IFRSs本体の持つ
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会計基準を，一元的税務会計基準の中に取り入れることには，いささか抵抗感
があると言わねばなるまい。そこで，「別段の定め」によって，一部の上場会
社が選択すれば，IFRSs本体の持つ会計基準を，当該上場会社の所得金額計算
上の基準として採用することを認めるというスキーム――結果的には二元的
税務会計基準――は如何であろうか，というのが上記拙稿の結論である。
なお，今回の拙稿では，IFRSs本体の持つ会計基準は「企業会計原則を含む
企業会計の基準」に含まれているものとしているから，上記拙稿のように，
IFRSs本体の持つ会計基準が「すべての法人等」を対象とした税務会計基準と
並んで，一つの税務会計基準となりうるという二元論とは異なる内容をなすも
のとなっている。
注
1）IFRSs本体は，その「フレームワーク」において「財務諸表の目的」を，「広範な財務諸
表の利用者（a wide range of users）」の経済的意思決定の資する有用な情報を提供するとこ
ろにある，としている（12項）。これに対して，IFRSs for SMEs（中小企業向け IFRSs）は,
その「中小企業の財務諸表の目的」において，「各方面の財務諸表表の利用者（a broad range
of users）」の経済的意思決定のための有用な情報を提供することとしている（第2節）。
一方が a wide rangeであるのに対して，他方は a broad rangeとなっていて，両者の違い
は概念としても，また具体的にも区別できないが，後者が public accountabilityを持たない
企業としている（第1節1・2項）ところからして，後者からは証券投資家のための経済
的意思決定は除かれるともに，前者は，もっぱら，証券投資家のための経済的意思決定が
目的になっているものと判断しうると言えよう。
なお，わが国における IFRSs本体の任意適用会社は，平成27（2015）年3月末現在では
75社（うち非上場会社2社）にすぎず，重要性は低いと言わざるを得ないが，本稿では，
こうした重要性への配慮は捨象し，会計基準の一つとしてのみ考察することとする。因み
に，わが国政府は，前年の平成26（2014）年，閣議決定において「任意適用企業の拡大促
進」を明示している。
2）「一般に公正妥当と認められる会計の慣行に従うものとする。」という表現は，商法第19
条第1項にもみられる（会社法とは違って「企業会計の慣行」ではない。）が，法人税法
の適用対象である法人企業に対しては，会社法の規定が適用され，商法のこの規定は法人
企業以外の企業等にしか適用されないから，ここでは取り上げないこととする。
3）平成14年，商法の一部が改正されるに際して，衆議院で「計算関係規定を省令で規定
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する際は，証券取引法（現金融商品取引法＝筆者）に基づく会計規定等の適用のない中小
企業に対して過重な負担を課することがないよう，必要な措置を講ずること。」という附
帯決議がなされ，参議院においても，同趣旨の附帯決議がなされた。現行会社法に基づく
会社計算規則は，金融商品取引法適用会社とともに同法の適用のない中小会社にも適用さ
れることを考えて制定されたものと判断することができる。…ただし，会社計算規則に
は，「この省令の用語の解釈及び規定の適用に関しては，一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準その他の企業会計の慣行を斟酌しなければならない。」（第3条）との規定が
設けられており，金融商品取引法適用会社への適用と中小会社への適用とを対立的・背反
的に考えているわけではないようにみえる。
4）なお，「一般に公正妥当と認められるところに従って」という文言は金融商品取引法に
も見られる（第193条）。しかし，この規定は，内閣府に対して，各種財務諸表等の「用
語，様式及び作成方法」を定める権限を委任するための規定であって，会計処理基準その
ものに関する規定ではないから，ここでは取り上げないこととする。わが国において言わ
れる税務会計は，税務会計処理にのみ関するものであって，税務財務諸表作成に関する問
題は含まれていないからである。税務貸借対照表や税務損益計算書はわが国の制度には存
しない。
ただし，財務諸表等規則第5条第1項第一号および連結財務諸表規則第4条第1項第一
号によると「真実な内容を表示すること」とあって，「用語，様式及び作成方法」という
「形式」を超えて「内容」すなわち会計処理基準にまで口を挟んでいるようにも見える。
ただ，「内容」については，特別の利害関係のない公認会計士または監査法人による監査
を受けるという，「内容」の真実性を担保する制度が設けられている（金融商品取引法第
193条の2）から，それと一体のものとして読むと，上記の財務諸表等規則および連結財
務諸表規則の規定は，ここでは，「表示」の方に軸足を置いた規定であると読むことがで
きるものと思う。
なお，「企業会計原則」および会社法の場合の「会計」には会計処理と財務諸表・計算
書類に依る報告の両者を含んでいる。それらのいう「会計」は，accounting, Rechnung,
compteと同じ意味・内容を持ったものであるはずである。
5）例えば，昭和42年の税制簡素化にための法人税法の改正当時，大蔵省主税局長であっ
た塩崎 潤氏は，「会計学者のうちには…税法がいわゆる企業会計原則の軍門に降ったも
のとみて，鬼の首でも取ったかのように主張する者もいるが…これは会計学者の思う「鬼
の首」ではなさそうである。」と述べている（「税経通信」1967（昭和42）年5月号所掲の
「税制簡素化の実施にあたって」）。「公正処理基準」は「企業会計原則」とは異なった独自
の「別物」である，との解釈である。塩崎氏は行政官であるところからして，法文上の「別
段の定め」の持つ役割を重視されたうえでの意見かとも思われる。
また，「昭和43年（行ウ）第9号 法人税更正処分取消請求事件」に対する鹿児島地裁
の判決（昭和50年12月16日）は，その判旨の一つの柱として，「法人税法の要請する課
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税の公平，確実，普遍等の諸原則の存すること。」を挙げている（「税経通信」昭和52年
9月臨時増刊 p.66）が，これも，課税所得金額の計算基準は税法独自のものと見る考え方
に基づくもののようである。
6）国税庁の幹部職員であった井上久弥氏は，上記（注5）の判決を批判して「『公正会計
基準』（井上氏は「公正処理基準」について「公正会計基準」と言われている＝「税務会計
論」昭和63年 p．49以下＝筆者）の意味の理解そのものに税法の論理を介入させるべきも
のではないのである。」と原則論を述べた上で，「法人税法の要請する課税の公平，明瞭，
確実，普遍等の諸原則を勘案する。」とした上記（注5）の「判決の論旨は，この角度か
ら批判的に吟味されるべきである。」とされている（「税務会計論」p.58）。
また，税法学者である北野弘久氏は，この考え方を支持している（「現代企業税法論」平
成6年，p.75）。
なお，井上氏は，上記の通り「公正会計基準」と言われるが，「会計」という用語には，
accounting，Rechnung，compteと同様に，会計処理と会計報告の二つの意味が含まれてい
るから，法人税法のいう「公正処理基準」は「会計基準」のうちの前者をのみ意味し，後
者は含まれてはいない。ここは税法の表現の通り「公正処理基準」という方が適切のよう
に思われる。
7）会社法では「慣行」となっており，「企業会計原則」制定時の前文では「慣習」となっ
ている。この両者の違いは，法律用語としては，「慣習」は慣習法という用語が表すよう
に，成文法とともに社会的な規範性を持つが，「慣行」は「行い」という言葉が含まれて
いるように，規範ではなく，行為を意味するものと説明されている（「法学辞典」・「法律
用語辞典」より）。したがって，「企業会計原則」制定時の前文で使われている「慣習」は，
「企業会計原則」の内容は，未だ慣習法と言えるまでには固まっていないこともあり，法
律的には「慣行」とした方が良かったようにも思われる。
なお，かつて，「企業会計原則」は商法の慣習法であるという解釈が唱えられたことが
あった。会計学者側からの意見であったと思う。
8）「企業会計原則」は，その当初，当期業績主義（current operating performance theory）に
よっていたが，これに対して，当期業績主義は日本の企業会計の慣習には存在したことは
ない，という強い主張がなされたことがある。なお，現在の包括主義（all-inclusive theory）
は商法との調整を課題とした昭和49年の「企業会計原則」修正時以降にルールとなった
ものである。
9）岩田 厳教授は，帰納的に形成された会計原則が，通常は generally accepted accounting
principlesと呼ばれているのに対して，アメリカ会計学会系統の会計原則のように，演繹的
に形成された会計原則を accounting principles to be generally acceptableと呼ばれている（「会
計原則と監査基準」昭和30年 p.120）。アメリカ会計士協会系統の形成した会計原則と
対象的にその性格を表されたネーミングであると言えよう。
G. O. Mayが言った「会計上のルールが論理よりも経験の産物であることには法律以上
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のものがある。」（Financial Accounting,1943 序文の第1パラグラフ 木村重義教授訳「G.
O. May著財務会計」昭和32年）という認識，また，本書の副題 A Distillation of Experience
が示すように，初期のアメリカ会計原則は帰納的会計原則であった。
しかし，その後，会計原則は，その性格を演繹的会計原則（呼び方も会計基準へと変化）
の方に移してきた。一時期，会計公準論の議論が盛んになったのも，このことと深く関連
している。したがって，今日においては，「企業会計の実務の中に慣習として発達したも
ののなかから一般に公正妥当と認められたところを要約したもの」と言う場合，それは，
必ずしも帰納的に形成された会計原則のみではなく，演繹的に形成されそれが実務の中に
採用されて定着したものをも含むものと解するのが合理的であるように思うのである。
したがって，これを，「固有名詞としての企業会計原則」に対して，聞きなれない言い
方ではあるが，「普通名詞としての企業会計原則」という言い方をしてもよいかも知れな
い。しかし，本稿では，仮に「企業会計原則を含む企業会計の基準」と呼ばせて頂くこと
とする。
10）法人税法にこの規定ができたのは，昭和40年の改正においてである。その際には，負
債性引当金繰入額は「別段の定め」によって所得金額計算上の損金算入を認められる項目
であった。しかし，第Ⅲ節でふれるが，平成10年改正における「課税ベースの拡大」に
よって，負債性引当金繰入額の計上は所得金額の計算上認められないこととなった。「別
段の定め」によって「公正処理基準」に接近するというのは，今日においては，全くもっ
て無形文化遺産的なルールになっているように思われる。
11）権利確定主義について…「債務確定主義」とともに，「債権確定主義」または「権利確定
主義」（以下，「権利確定主義」という。）が問題になるはずである。しかし，現行税法に
は，権利確定主義に係る規定は見当たらない。旧法人税基本通達（昭和25年）によれば，
「資産の売買による損益は，所有権移転登記の有無及び代金支払いの済否を問わず売買契
約の効力発生の日の属する事業年度の益金又は損金に算入する。但し，商品，製品等の売
買については，商品，製品等の引渡の日を含む事業年度の益金又は損金に算入することが
できる。」（249）とあった。その後，昭和40年の法人税法全面改正および同42年の「公
正処理基準」に係る規定の創設を受けて，昭和44年に上記の基本通達を廃止して新たに
制定された「法人税基本通達」は，「資産の販売等による損益」（第2章）において，「た
な卸資産の販売による収益の額は，その引渡しがあった日の属する事業年度の益金の額に
算入する。」（2－1－1）とし，また，「固定資産の譲渡による収益の額は，その引渡しがあっ
た日の属する事業年度の益金の額に算入する。」を原則とする（2－1－3）とした。なお，後
者すなわち「固定資産の譲渡による収益の額」については，昭和55年の「法人税法基本
通達」の改正の際，「別に定めるものを除き」という文言が挿入され，通達の番号も（2－1
－4）となった。
法人の所得計算における収益認識の原則が，「売買契約効力発生の日」から「引渡しの
日」へと変更されたことが特徴であるが，このことは，企業会計的にみれば，引渡基準と
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いう実現主義の原則の採用に他ならない。また，それは，税法的には，「公正処理基準」と
いう法人税法の精神に則ったものでもある。「引渡」という会計用語を用い「権利確定」と
いう法的用語を用いなかったこともまた特徴といえよう。
法人税法における「権利確定主義」については，武田隆二教授の「法人税法詳解」第9
章に詳しい。武田教授は，「売買契約効力発生の日」から「引渡の日」への変化について，
「権利発生主義から権利確定主義への変化」と説明している。なお，同書の第8章には，
債務確定主義について取り上げている。…本書は平成17年版が最終版となった。
12）この「企業会計原則」側からの意見書においては，純利益と課税所得との間の差異は「実
際には免れ得ない。」としたあと，その原因を六つ挙げている。簡潔に示せば次の通りで
ある。
⑴ 損益計算上総収益を構成する項目が，租税政策上，課税を免ぜられる場合がある。
⑵ 損益計算上総収益を構成しない項目が，租税政策上，課税対象となる場合がある。
⑶ 収益の年度帰属についての判断に，損益計算と税務計算との間に差異のある場合があ
る。
⑷ 損益計算上の費用項目を，税務計算上，損金と認めない場合がある。
⑸ 損益計算上の費用を構成しない項目を，税務計算上，損金と認める場合がある。
⑹ 費用の年度帰属についての判断に，損益計算と税務計算との間に差異のある場合があ
る。
米英の税法においても，財務会計と税務会計はできる限り同一である事が望ましいが，
実際上，両者の差異は避けがたい，としている。たとえば，Report of Study Group on Business
Income1952p.69（渡辺 進・上村久雄両教授による「企業所得の研究」と題する訳書（昭
和31年）あり。）を参照。
なお，「税法と企業会計原則との調整に関する意見書」は，その前年，昭和26年の「商
法と企業会計原則との調整に関する意見書」と同様に，今日の企業会計審議会のルーツを
なす審議会が，企業会計原則の立場から，商法・税法に対して，企業会計原則の考え方を
尊重するように呼び掛けたものである。その後，昭和35年および37年の2回に亘り，5
項目を取り上げて「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」が公表され
た。この場合の「関係諸法令」とは商法および税法である。その後の昭和41年に「税法
と企業会計との調整に関する意見書」が公表されて，昭和27年以来，永い間の懸案であっ
た両者の調整が一応のゴールに到達した。…企業会計の立場から考えると，税法に「一般
に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算されるものとする。」という，「公正
処理基準」が設けられたからには，それまでのいわゆる「企業会計原則との調整問題」は
自動的に解消することとなったと言えるのではないかとも思う。
序であるが，企業会計審議会は，その後も，商法に対して，「商法計算規定に関する意
見書」（昭和55年），「『法務省令制定に関する問題点』に対する意見書」（昭和57年），「引
当金の部を存置しないことを可とする企業会計審議会の意見の理由」（昭和57年）を表明
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している。
なお，「商法と企業会計の調整に関する研究会報告書」（平成10年）と題する，旧大蔵
省および法務省による研究会報告書が公表されているが，そこでは，一部の金融商品につ
いての時価評価および税効果会計による繰延税金資産・負債の貸借対照表能力が是認され
ている。
13）accounting for investorsというテーゼは，1930年のアメリカ会計士協会（AIA）の年次大
会において，ニュー・ヨーク証券取引所株式上場委員会の執行委員補佐であった J. M.
Hoxeyが行った講演のテーマである（岩田 厳教授「会計原則と監査基準」昭和30年
p.33）。…本書は，岩田教授の「アメリカ財務監査」（昭和23年）を基幹としたものであ
るが，その他にも，アメリカ会計原則およびアメリカ監査基準に係る論文も収録されてい
る。
14）なお，（注3）の後半で示した会社計算規則第3条の規定をお目通し頂きたい。
（2015年7月10日）
多元的企業会計基準と税務会計 91
